
ロ） 新規入院患者数の内訳（救急、紹介、外来、関連施設）

コメント
2012年以降の新規入院者の内訳、救急受け入れ、紹介入院、関連施設（トトロみのる園、土都楼）
からの入院、外来からの入院、に分けたもの。救急からの入院は年々少なくなってたが、2023年の
300人と比較し、2024年は387人と87人多かった。再入院数は2015年以降紹介数とは別に集計
している。紹介入院は2020年が最も多く、次いで2023年、2024年となった。
外来からの入院は2023年が最も多かったが、2024年は72人となった。
外来フォローを行い、治療のため入院している方、緩和ケア病棟より退院後に入院となっている
方がいるが、緩和ケア紹介者が重症化しており、外来管理につなげられるケースが少なかった。
リフレッシュ入院者が減少した。
2022年はコロナ患者受け入れを3階一般病棟で行うようになり、保健所の要請で年間18人が入院
された。その後自宅でのコロナウイルス感染症に罹患した高齢者が自宅や施設からの依頼で入院
となっており、2022年より2023年はコロナウイルス感染症の入院が34人と増えたが2024年は12人
となった。一般病棟だけでなく、2024年と比較し、紹介入院がやや増加し、救急入院が減少している。
2025年8月に土都楼が閉鎖し、関連施設はトトロみのる園のみとなった。
外来からの入院は横ばい、トトロみのる園からの入院が増加した。
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ハ） 再入院を含まない紹介入院の推移（年間合計の推移）

コメント
紹介入院は2023年が320人であったが2024年は312人、2020年以降は月平均あたり25名～26名
を推移している。2025年の紹介数も月平均27.3人と2020年以降ほぼ横ばいとなっている。
県立延岡病院に救急入院後に紹介となっている可能性がある。
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二） 紹介者の入院病棟（年間合計の推移）（一般病棟、回復期リハ病棟、緩和ケア病棟）

コメント
紹介入院の受け入れ病棟について調査したもの。
緩和ケア病棟への入院が2020年より急増しているのは、延岡の他の緩和ケア病棟を閉鎖された
ことが影響していると思われる。2020、2021年と比較し2022年は緩和ケアへの紹介数が減少した。
延岡市のその他の医療機関でも癌疾患の受け入れはしている。
外科病院より、癌末期患者で長期入院になるような患者の紹介があった。
2022年が最も緩和ケア病棟への紹介が多くその後は横ばい。
訪問診察、訪問看護で年間100人以上を自宅で看取っているとAクリニックより在宅での看取りに
力を入れているとの案内があった。回復期リハ病棟を2021年より60床から50床に変更した。
地域、回復を合わせると、2022年2023年は95人と同数。
2024年は地域、回復で合計91人の紹介入院。2025年は地域、回復に合計107人の紹介があり、
救急は減ったが紹介が増加した。
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ホ） 緩和ケア病棟リフレッシュ入院比較

コメント
緩和ケア病棟入院におけるリフレッシュ入院の推移
2017年よりリフレッシュ入院を受け入れると県立延岡病院や医療機関訪問看護ステーション、
居宅介護支援事業所に広報誌を発送、また、当院にて緩和ケア病棟研修会を開催している。
癌の切除術や、化学療法で低下した食欲や体力を増進するため、疼痛緩和をはかり、リハビリ
テーションを実施して、自宅退院を目指す。他の医療機関から紹介され、外来通院希望の方に、
栄養指導や倦怠感などの癌性疼痛を緩和するための、短期入院などで在宅でのQOLが向上した
ケースや、入院中に介護保険サービスを計画し、在宅生活が安心しておくれているといった声が
聞かれている。2023年に70人とリフレッシュ入院が増え在宅復帰も30％ほどとなっていたが、
2024年2025年は転院後短期間に死亡退院する方が増え、在宅復帰につなげられるケースが
少なくなった。
紹介元の多くは県立延岡病院であり、県立延岡病院の医師向けに緩和ケアリフレッシュ入院に
ついて田中院長より研修会を開催した。

ヘ） 緩和申し込みキャンセル人数

緩和申し込みキャンセルの人数
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 合計

2021 2 1 4 1 2 2 1 0 3 1 0 3 17
2022 3 2 1 3 1 1 0 0 1 3 1 4 16
2023 6 3 4 2 0 1 4 5 4 3 4 0 36
2024 1 3 2 1 3 1 7 3 3 3 1 2 28
2025 3 5 4 3 3 3 1 4 3 3 4 2 36

コメント
緩和ケア病棟の申し込みをしていただいたが、入院受け入れ前にキャンセルとなられた方が
2021年17人2022年16人とほぼ同程度だったが2023年は36名、2024年は28名2025年は36名が
申し込み後状態悪化によりキャンセルとなった。早期の症状緩和ができるよう、紹介元の医療機関
へ早めにご紹介いただけるよう研修会を開催した。
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ト） 地域診療連携計画（骨折パス、脳血管パス運用実績）

コメント
県立延岡病院より紹介された脳血管パス、大腿骨骨折パスの使用症例数の推移。
2017年から2022年のうち、2021年はパス使用例が少なかった。
2022年は2017年の調査以降最も多いパス使用件数となった2023年は脳神経外科からの紹介数
が2022年と比較し減少バリアンス症例が2名と少なかった。
2025年11月に県立延岡病院の地域連携診療計画（パス）は終了するとのことで、延岡市で
パス運用が中止された。

チ）緩和ケア緊急入院初期加算対象件数

コメント
在宅支援診療所や、在宅支援病院より緩和ケア病棟に紹介され緊急入院になった方で入院から
15日間算定可能、紹介後短期間で退院になられるケースもある。在宅からの紹介は当日もしくは
翌日までに入院を希望される逼迫した状態にあり、できる限り希望が叶うよう入院判定会を臨時
開催する等して受け入れを行っている。訪問診療を行っている医療機関より依頼されることも増え
ている。訪問診療している医療機関で在宅での看取りを積極的に行う体制ができたとのことで
2025年は2024年に比較して対象者が減少している。
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16.施設環境 総務課　課長　小川　真奈実

【目的】
省エネ対策のため

イ） 水道使用量

水道使用料金

コメント
令和7年8月より、3階病棟を再稼働。
3階病棟の浴室を使用するようになったことで、水道使用量が増加したと考えられる。
また、病院全体でもベッド高稼働が続いていることで、今後も使用量は増加したまま推移
すると予想される。　
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ロ） 電気使用量

電気使用料金

コメント
令和7年9月から九州電力の電力単価値上げの通知があったため、9月より新電力会社
ハルエネに契約を変更した。電気使用量が増加していることもあり、使用料金も上がって
いるが、九電の値上げ後の単価で計算した場合と比較し、ハルエネ変更後の方が電気
料金は抑えられている。　　　　　　　　　　　　
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ハ） ガス使用量

ガス使用料金

コメント
ガスの使用量は例年夏・冬に増加していることから、ガス式エアコン（GHP）の使用が大きく
影響していると考えられる。令和7年8月に3階病棟が再稼働したが、病室のエアコンの効き
が悪く、3階の詰所や廊下のGHPをフル稼働し、病室に冷気を送って対応したため、ガス
使用量の増加に繋がったと考える。※令和6年7月・8月は別病棟のエアコン故障で廊下の
GHP使用　 また、使用料金はガス単価の変動の影響が大きい。
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17.クラーク 医事課　課長　四元　由紀子

イ） 外来ゲスト満足度調査

期   間：令和7年1月1日～令和7年12月31日
対   象：外来
回答数：50名　前年16名

Q1以前に比べて待ち時間はいかがですか？ Q2受付の対応はどうでしたか？

Q3看護師の対応はどうでしたか？ Q4個人情報の保護やプライバシーに関して、
十分配慮されていますか？

Q5検査の際に不快に感じることはありませんか？ Q6医師の診察時間の長さはいかがでしたか？
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Q7医師より症状や治療計画について Q8検査前の説明は十分にありましたか？
分かりやすく説明を受けましたか？

Q9当院の外来受診は満足いくものでしたか？

コメント

107

待ち時間の重要度偏差値は高く、満足度は低い。待ち時間が長くなっている場合には声かけを
行ったり、待ち時間中に一時的な外出も可として対応している。受付対応に対する重要度偏差値は
高く、満足度は低い。接遇強化の必要性あるため、人員の配置転換などを試みた。個人情報保護
やプライバシーに関しては、重要度偏差値は高く、満足度も高いため、配慮されていると言える。



ロ） 入院ゲスト満足度調査

期   間：令和7年1月1日～令和7年12月31日
対   象：全病棟
回答数：472名　前年385名
アンケート内容：

1.シーツやベッドは清潔に保たれていますか？
2.病室や浴室等は使いやすかったですか？
3.医師・職員より分かりやすい言葉等で納得できるまで十分な説明を受けていますか？
4.個人情報の保護やプライバシーに関して十分配慮されていますか？
5.医師・職員は、患者さんのつらい症状に速やかに対処しますか？
6.スタッフの接遇はいかがでしたか？
7.心配事があった場合、気軽に職員に相談しやすいですか？
8.入浴や排泄などの介助の際の対応はどうですか？
9.食事は満足しましたか？
10.受けられた診療や治療内容に満足されましたか？
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一般病棟

コメント

回復期病棟

コメント
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談話室や面会スペース及び食事売店に対する満足度が低かった。面会時の談話スペースの確保
などに配慮する。サービス全般は概ね満足度が高い。
医師や看護師等の丁寧な説明や対応に感謝の言葉をいただいた。

食事内容に対する満足度が低かった。患者の嗜好調査等を通じてメニュー構成の工夫に次年度は
務めてもらう。また、事前に実施していたセレクトメニューが好評であったことから復活等を検討して
もらう。ドライビングシミュレータの故障期間があったため、一時的な満足度低下があったが、新規
購入にて満足度の回復を図った。



緩和ケア病棟

コメント
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売店の満足度が低い。ニーズに合った品揃えや土曜午後・日曜日の売店が閉まっている時間帯の
代替えとなる販売方法を検討する。安心して落ち着いて過ごすことができたと概ね満足を得られて
いる。



18．情報統計部 医事課　課長　　　四元　由紀子

イ） 国際疾病分類別

【目的】
当院に入院される方の疾病傾向を知り、医療の質の評価に活用するため

コメント
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当院は脳卒中の迅速な治療開始、機能回復率の向上、再発予防に注力している。
疼痛管理や患者・家族の満足度向上、QOLの改善を目指している。圧迫骨折にて自宅療養が
困難な患者の受け入れも積極的に行っており、自宅での生活が安全に過ごせるように指導や
リハビリも行っている。特にリハビリではFIMスコアの改善、自宅復帰率の向上、再入院防止
にも取り組んでおり、質の高い医療を提供し、患者の健康と生活の質を向上させることを目標と
している。



ロ） 受療圏統計

【目的】
当院は高速道路の近くに立地しているが医療圏に影響があるかを考察する

コメント
南延岡IC降りてすぐにある脳卒中輪番病院ということもあり北方、北浦、北川からの入院患者が
増加傾向にある。今後、熊本までの高速道路の整備も更に進めば熊本方面からの入院患者も
見込めるが、地域住民の選択肢が増える形でもあるため、選ばれる医療をこれからも意識して
いく必要がある。脳卒中の迅速な治療体制、がん緩和ケアの充実、リハビリテーションの質の
向上などに加え、地域全体の医療ニーズを正しく理解する必要がある。
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ハ） 死因別割合

【目的】
 当院の死因別死亡数の割合を把握し、宮崎県、全国と比較する

コメント
当院の死因で目立つのは悪性新生物で72.5％と高い割合となっている。
今後は老衰による死亡の増加も考えられる。老衰は死亡原因がない時に使用されるため、
直接死因の統計も取っていく必要があると考える。
後述する詳細不明コードと合わせて、病名コーディングに関わる職種の連携が必要となる。
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ニ） 詳細不明コード分類

【目的】

コメント
全体的な数は昨年度とあまり変化は見られないが、新生物の詳細不明コードが増加傾向にある。
また、心不全、廃用症候群、認知症等の疾患で詳細不明コードが増えてきている。入院患者の
高齢化が影響していると考えられる。診断時、診察時、看護時、リハビリ時に観察項目を記録する
ことでより細分化されたコーディングが可能になると思われるため、関連職種の理解が必要。
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ICDコードの「部位不明・詳細不明コード」の使用状況を把握し、使用の削減に努める



19.経営管理 財務部　部長　　安達　尚平

病院を運営することも企業活動と同じ経営という側面があることに直視しなければ
なりません。医療はとかく「赤ひげ」とか「そろばん」などと、経営を医師が行なうこと
を蔑んで揶揄されることもありますが、現在の「医は仁術」として成り立たせる為
にも経営の安定は欠かせない要因です。しかし、経営を優先するが余り、医療が
その本質より外れては意味がありませんが、逆にその本質より外れない医療を
行う為にも、経営を安定させることが、経営のための運営にならない医療を
行う上で重要と考えています。例えば必要のない検査や投薬・入院費などを
強要しない経営が大切です。

イ）  医業収益　費用と人件費率

【目的】
安定的な経営を分析するために、支出の大半を占める人件費の推移を分析すること

コメント
平成21年度新病院へ移行してから5期人件費率は高く、医業収益と費用が逆転している。
平成26年度から人件費を見直しを行い、黒字経営のきっかけとなった。
久康会が安全に経営するために人件費率は62％以内にコントロールする必要がある。
令和3年度医師2名雇用した。医業収益は19億8000万円の横ばいであり、人件費率は増加した。
更に令和4年度に医師1名を雇用。その年、医業収益は減少したため、人件費率は更に増加。
令和6年度は給与費支給に全額使用する内容の診療報酬改定の影響を受け給与費増。
令和7年度には感染病棟開放に伴い、ベッド稼働増による医業収益増・人件費率減少に繋がった。
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ロ） 純資産　自己資本率推移　　　　　　　　　　　　　

【目的】
純資産の推移、経営安定性の評価

コメント
平成21年度新病院へ移行し、5期連続で純資産額は低下した。平成26年より経営業務改善を図り 
令和3年度まで8期連続黒字となった。令和4年度はコロナ禍の影響を受け、医業収益が減少、
医業費用は増加したため、医業利益は赤字となったが、コロナに対する国からの支援を受けた
ため、2023年度の利益は黒字となった。令和5年度以降は医業利益が黒字転換となっている。
純資産額は約10億円超となり、自己資本比率は33%まで回復し、目標の自己資本比率30%を
達成している。平成30年まで繰越欠損金があり法人税の支払はなかったが、令和元年度より
法人税の支払が再開された。令和7年度には純資産は増加した一方、関連施設の移設工事費用の借入
により、自己資本比率は33.4％に低下した。
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ハ） 医療分野　部署別収入額

【目的】
部署毎の収入状況を把握し、収入の維持向上に努めるための気付きの場とする

コメント
感染病棟の開放に伴い、一般病棟の稼働が増加。
田中院長による院外講義により、緩和ケア病棟へのゆとりある入院を実現し稼働が増加。
このまま維持向上に努めるためにも、断らない医療を実践していく。
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二） 介護分野　部署別収入額

【目的】
部署毎の収入状況を把握し、収入の維持向上に努めるための気付きの場とする

コメント
介護付有料老人ホームの事業中止に伴い収入は減少となる。
他事業所では、SNSや広報誌等を用いて各種取り組みの情報発信をより強化し、前年度比で
全ての事業所で増収に繋がった。新規獲得だけではなく、登録外に繋がらない施策も重要課題
として、介護収入の維持・向上に努める。
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沿革

和号 西暦 出来事

昭和２０年1945 平田診療所開設

昭和２６年1951 平田診療所から平田病院へ名称変更

昭和５２年1977 医療法人久康会　平田病院へ組織変更

平成１０年1998 介護老人保健施設トトロみのる園開設

平成１４年2002 回復期リハビリテーション病棟開設

トトロみのる園は開設２５年をむかえます。

介護保険法案が平成８年１１月に国会提出され以来、約１年にわたって審議が

行われ、平成１１年１２月に自民、社民、さきがけなどの賛成多数で可決成立しました。

平成１２年４月(２０００年)から、公的介護保険制度がスタートしました。

介護老人保健の歴史

昭和６０年の社会保障制度審議会の意見書において、特別養護老人ホームと医療機関の

両施設を統合し、それぞれの長所を持ちよった中間施設の検討が必要となりました。

昭和６２年に全国７か所でモデル老人保健施設の指定がなされ、翌６３年に老人保健施設が

誕生しました。現在、約３８００施設、約３５万床が整備されています。

トトロみのる園は、全国で老人保健施設が誕生してから約１１年後に創設されたことになります。

開設後２５年経過し、これまで伊形、一ヶ岡、土々呂地区の介護予防や介護負担軽減、リハビリを

積極的に行ってきました。

回復期リハビリテーション病棟が平成１４年(２００２年)に宮崎で初めて開設しました。

トトロみのる園は介護保険において、病院から在宅をつなぐ中間施設という回復期リハ病棟に

類似した機能を前もって行ってきた歴史があります。
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介護老人保健施設　トトロみのる園について



2.全国統計

総人口に占める75歳以上の人口の割合は、２０６５年には25.5％となり3.9人に1人が

75歳以上になる者となると推計されている。２０５４年まで増加傾向である。

出生数及び死亡数の将来推計

令和２０５３年には1億人を割って9924万人となり、２０６５年には8808万人になると推測される。

人口推移

②約２．６人に１人が６５歳以上、約３．９人に１人が７５歳以上

65歳以上人口は、「団塊の世代」が65歳以上となった２０１５年に3387万人となり「団塊の世代」が75歳

以上となる２０２５年には3677万人に達すると見込まれる。その後も65歳以上人口は増加傾向が続き、

２０４２年に３，９３５万人でピークを迎え、その後は減少に転じると推計される。

総人口が減少する中で、65歳以上の者が増加することにより高齢化率は上昇を続け、２０３６年に

33.3％で3人に1人となる。２０４２年以降は65歳以上人口が減少に転じても高齢化率は上昇を続け

２０６５年には38.4％に達して、国民の約2.6人に1人が65歳以上の者となる社会が到達すると推計される。

①９０００万人を割り込む総人口

日本の総人口は長期人口減少家庭に入っており、２０２９年に人口1億人2000万人をした回った後も減少し



③現役世代1.3人で1人の65歳を支える社会の到来

15歳～64歳人口は、1950年には1人の65歳以上の者に対して12.1人の現役世代がいたのに対して、

2015年は現役世代2.3人になっている。今後高齢化率は上昇、現役世代割合は低下し、2065年には

1.3人の現役世代という比類になる。

④年少人口、出生数とも現在の半分程度に、生産年齢人口は4529人に

平均寿命の推移と将来推計

⑤将来の平均寿命は男性８４．９５年、女性９１．３５年

死因別年間死亡数の割合

2018年現在、男性81.25年、女性は87.32年と、前年に比べて男性は0.16年、女性は0.05年上回った。

今後、男女の平均寿命は延びて、2065年には、男性84.95年、女性91.35年となり、女性は90年をこえると

見込まれている。

出生数は減少を続け、2065年には56万人になると推測されている。

年少人口（0歳～14歳）は2056年に1000万人を割り、2065年には898万人と、現在の半分程度になるとされる。

出生数の減少は、生産年齢人口にまで影響し、2029年に6951万人となり、2065年には4529万人の推測となる。

一方、65歳以上人口の増大により死亡数は増加。死亡率は上昇し続け、2065年には17.72になると推測されている。

死亡率（人口1000人あたりの死亡数）





年代別にみた主な死因状況

                                                                ＜厚生労働省「人口動態統計（確定数）」/2023年＞

⑥死因のトップは「悪性新生物」　９０歳以上の３割は「老衰」

要介護度別認定者の推移

90歳以上では約30％が老衰で亡くなっている。

厚生労働省「人口動態（確定数）」（2023年）によると、「悪性新生物」で24.3％、次いで「心疾患」14.7％、

「老衰」12.1％、「脳血管疾患」6.6％、「肺炎」4.8％となっている。

60・70・80歳代では、脳血管疾患による死亡が多く、50歳代以上は心疾患による死因が脳血管に次いで多い。





介護保険制度の主な改正の経緯

２０１２年

２００６年

第４期
２００９年

〇介護サービス事業者の法令順守等の業務管理体制整備。休止・廃止の事前届出制

第６期
２０１５年

２０１７年改正（２０１８年４月施行）
〇全市町村が保険者機能を発揮し、自立支援・重度化防止に向けた取組み制度
〇「日常的な医学管理」、「看取り・ターミナル」等の機能と「生活施設」を備えた介護医療院の創設

〇特に所得の高い層の利用者負担割合の見直し　2割⇒3割、介護納付金への総報酬割の導入

２０２０年改正（２０２１年４月施行）

第８期
２０２０年

第７期

〇特別養護老人ホームの入所者を中重度者に重点化

２０１７年

〇地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する市町村の包括的な支援体制の構築の支援

〇医療・介護のデータ基盤の整備の推進

２０１１年改正（２０１２年施行）
〇地域包括ケアの推進。24時間対応定期巡回・随時対応サービスや複合型サービスの創設

〇医療的ケアの制度化　介護職員によるたんの吸引等
有料老人ホーム等における前払金の返金に関する利用者保護

〇地域医療介護総合確保基金の創立
〇地域包括ケアシステムの構築に向けた地域支援事業の充実（在宅医療・介護連携）
〇全国一律の予防給付（訪問介護・通所介護）を市町村が取り組む地域支援事業に移行、多様化

〇低所得の第１号被保険者の保険料の軽減割合拡大

第１期
２０００年

第２期
２００３年

第３期

介護保険法施行

２００５年改正（２００６年４月施行）
〇介護予防の重視、地域包括支援センターを創設
〇小規模多機能型居宅介護サービスの創設

２００８年改正（２００９年５月施行）

第５期



3.延岡市統計

2040年には、老年人口1人を生産年齢人口1.2人で支えることになる

1980年（昭和55年）の101,524人から減少を続け、2015年（平成27年）には69,606人と約31,000人の減少となっている。

生産年齢人口の減少は深刻化しており、今後も減少を継続するとされている。

老年人口は1980年（昭和55年）の14,455人から増加を続け、2020年（令和2年）には40,816人まで増加している。

1.2人で支える予測となっている。

2010年（平成22年）時には老年人口を1人を生産年齢人口2.2人で支えていたが、2040年（令和22年）では、



延岡の介護認定者率と認定者数と予測

要介護認定率は、令和5年度16.9％であり、今後19.6％まで増加する可能性があります。

⑦寝たきり

令和5年10月現在、寝たきり等高齢者が65歳以上人口に占める割合は5.7％

そのうち、在宅（含む入院中）で生活している人の割合は29.7％であり、残り70.3％の人は介護保険施設等に

入所しています。認知症等高齢者のうち、在宅で生活している割合は33.7％です。



20．老健トトロみのる園                               　　　　　　　　　　　　        　　　　　　　　　　介護保険総括部長　　　　高見 広樹

1．介護老人保健施設トトロみのる園　基礎データ

介護保険改定により導入され重症度の高い入所者を

受け入れる必要性があり、介護度は上がってきている。

女性の超高齢化が進んでいる。 2009年3.54をピークとして2017年2.65まで

下がっている。

介護度は下がっている。在宅復帰療養支援指数が

女性入所者数が多い傾向である。 女性入所者数が多い傾向である。　　　　

2009年からの統計データより女性入所者が多いことは

現在でも変わっていない。

全体の7割を女性入所者が占めている。

2021年を境に男性については、平均年齢は



困難になっている可能性。営業が必要。 あった。営業活動が必要である。

平田東九州病院からの紹介や近隣より入所される 南方からの利用が多い。

他病院の紹介が少なくなっている。再入所を繰り返す

入所者の影響により部屋確保しベッドコントロールが

岡村病院についで、県立延岡病院、医師会病院からの

紹介が多い。県延、谷村からの紹介は今年度0件で

ことが原因。

紹介が多い。その他病院の紹介は半分に減少。 原因である。2024年再入所は28人／29人であった。

土々呂地区を含む伊形地区からの入所者が多い。 2025年についても伊形地区が最も多く、次いで中央、

平田東九州病院からの紹介が多く、次いで他病院からの 一般病棟からの紹介が多い。理由は入院からの再入所が

回復期からの紹介が12件と増加した。数年の営業活動ができていない影響と考える。



2．在宅復帰・在宅療養支援指数データ
　　介護老健施設の役割達成状況を表すデータとなり、達成度によって基本料増加、加算算定が可能となる

2020年、22,728人をピークとして2022年20,870で過去

最低延人数となった。新型コロナクラスターが年間4回あり

新規入所に影響があったと考える。

稼働数安定のために、強化型ではなく加算型を算定しており、40点以上を目標としている。

コロナクラスター2020年2回あり、2023年1回あった。

外部病院からの紹介が少なくなっていった。



2024年9月より、入所稼働数増加を優先とした。 2024年9月より退所の希望がない限り、

12％で回転しているが、入院患者の増加が
影響している。

要介護4・5の割合は35％を目標としている。
35％前後を推移している。

入所生活が維持できるように方向転換を行った結果退所について、入所者の希望がない限り

10％を目標としている。
経管栄養対象者同様、喀痰吸引割合の減少傾向
であったが、2024年度は増加に転じた。

10％以上を目標としている。
経管栄養対象者は減少傾向。

入所生活を維持できるように方向転換を行った。 在所日数は392日と増加傾向となった。


